
事業番号 523

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 企業年金等普及促進に必要な経費 事業開始年度 昭和40年度 作成責任者

課長　中村博治

会計区分 一般会計 上位政策 　－

担当部局庁 年金局 担当課室 企業年金国民年金基金課

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度並びに国民年金基金制度の普及促進及び円滑
な実施を図ることを目的とする。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

厚生年金保険法、確定給付企業年金法、確定
拠出年金法、国民年金法

関係する計
画、通知等

　－

20年度

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

企業年金等の普及促進等に向けて、次の事業を行う。
○企業年金統計情報集計
　企業年金制度において基金又は事業主から提出される各種報告書等の集計を行う。
○企業年金制度基本構想調査研究
　将来の企業年金制度のあり方について検討を行う。
○企業年金制度周知
　企業年金制度の改正内容等について事業主等に周知を行う。

実施状況

（平成21年度実績）
○企業年金統計情報集計
　厚生年金基金四半期業務報告書は延べ2448基金分、決算書等は617基金分、確定給付企業年金決算書等は規約
型2761件分、基金型619基金分の集計を行った。また、確定拠出企業年金事業主業務報告書は10984事業主分の集
計を行った。
○企業年金制度基本構想調査研究
　中長期的な企業年金の姿について老後保障全般に及ぶ広範な視野で研究していくことを目的として、企業年金政策
研究会を2回開催した。
○企業年金制度周知
適正に実施してもらうため、「確定給付企業年金に係る住所情報の提供について」及び「確定給付企業年金の改正に
係る地方厚生(支)局あて通知の写しの送付について」を6600部作成し、確定給付企業年金事業主あて周知を行った。
また、「社会保険庁の保有する住所情報の確定拠出年金の企業型年金を実施する事業主への提供に係る事務処理要
領」を3300部作成し、確定拠出年金実施事業主あて周知を行った。

21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） － 20 24 12 11

執行額 － 12 6

総事業費(執行ベース) －

執行率 － 58.7% 26.5%

12 6

自
己
点
検

支出先・使
途の把握水
準・状況

・企業年金統計情報集計経費は、データ入力業者に委託し、業務委託仕様書のとおり実施されていることを確認してい
る。
・企業年金制度基本構想調査研究経費は、外部有識者に係る謝金及び旅費、会場借料等に使用しており、実績に基
づき適正に支出している。
・企業年金制度周知経費は、印刷製本及び封入業者に委託し、印刷物仕様書及び封入作業仕様書のとおり実施され
ていることを確認している。

見直しの余
地

平成21年度は、アンケート調査の計画の見直し、データ入力等に係る単価の見直し、免除保険料率決定システムの保
守料の見直し、印刷製本部数の見直しを行うなど事業の効率化を図った。
平成22年度予算は、平成20年度の執行状況や平成21年度における事業の見直し等を踏まえた予算としているが、平
成23年度要求においても前年度の執行状況等を踏まえた概算要求を行っていくこととする。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

平成22年度予算において執行状況を踏まえた見直しを行っているが、引き続き効率化に努めるべき。

補
　
記



（平成２１年度実績）

それぞれ３社以上の業者から見積もりを取った上で、一番価格の低い業者を選定している。

業務概要 金額（百万円）

百万円

〈企業年金統計情報集計経費〉

契約先

資金の流れ
(資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する)
(単位:百万円)

厚生労働省 4.7

厚生年金基金四半期業務報告書データ入力等業
務

0.6 (株)ＫＳソリューションズ

確定給付企業年金決算書データ入力等業務 0.9 (株)ＫＳソリューションズ

厚生年金基金決算書データ入力等業務 0.8 (株)ケーアイ・システムズ

確定拠出年金業務報告書データ入力等業務 0.9 (株)ムサシ

厚生年金基金決算書データ電子化業務 0.7 (株)ケーアイ・システムズ

確定給付企業年金決算書データ電子化業務 0.5 (株)日本経営データ・センター

委員謝金 0.4 延べ23名

厚生年金基金等の年金給付等積立金の管理及び
運用に関する資産運用業務報告書データのパン
チ入力等業務

0.3 東京都ビジネスサービス(株)

厚生労働省

速記料 0.2
（福祉）日本盲人職能開発センター東京ワーク
ショップ

0.9 百万円

〈企業年金制度基本構想調査研究経費〉
企業年金政策研究会の開催に係る経費を次のとおり支出している。

業務概要 金額（百万円） 契約先

委員旅費 0.1 延べ3名

会場借料、会議費 0.2 はあといん乃木坂

厚生労働省 0.7 百万円

それぞれ３社以上の業者から見積もりを取った上で、一番価格の低い業者を選定している。

業務概要 金額（百万円） 契約先

〈企業年金制度周知経費〉

封入作業 0.2 (株)内山回漕店

印刷製本 0.5 (株)宮嶋印刷



費目・使途
（「資金の流れ」にお
いてブロックごとに
最大の金額が支出
されている者につい
て記載する。使途と
費目の双方で実情
が分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

（支出額が１００万円以下の者については
記入不要）

0計 0 計

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

0計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 0 計

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


